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第１【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【所有者別状況】

2026年２月28日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － － － － 3 3 －

所有株式数

（株）
－ － － － － － 50,000 50,000 －

所有株式数の割

合（％）
－ － － － － － 100 100 －

 

（２）【大株主の状況】

2026年２月28日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

長妻　和男 千葉県柏市 800 1.60

長妻　貴嗣 千葉県柏市 47,380 94.76

塚本　由香 東京都千代田区 1,820 3.64

計 － 50,000 100.00

 

２【役員の状況】
2026年２月28日現在

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役 長妻　和男 1936年５月22日生

1969年12月　三協フロンテア㈱設立、代表取締役

社長

1982年５月　当社設立、代表取締役（現任）

2002年６月　三協フロンテア㈱代表取締役会長

2006年６月　三協フロンテア㈱取締役会長

2016年６月　三協フロンテア㈱会長（現任）

（注）１ 800

取締役 長妻　貴嗣 1965年５月21日生

1988年12月　取締役（現任）

1994年１月　三協フロンテア㈱入社

2002年６月　三協フロンテア㈱代表取締役社長

（現任）

（注）１ 47,380

取締役 長妻　幸枝 1939年９月27日生 1982年５月　取締役（現任） （注）１ －

取締役 塚本　由香 1963年11月３日生 1993年６月　取締役（現任） （注）１ 1,820

   計 50,000

　（注）１．提出者は特例有限会社であり、取締役の任期は定めておりません。

２．取締役　長妻貴嗣は、代表取締役　長妻和男の長男であります。

３．取締役　長妻幸枝は、代表取締役　長妻和男の配偶者であります。

４．取締役　塚本由香は、代表取締役　長妻和男の長女であります。
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第２【会社法の規定に基づく計算書類等】

１【貸借対照表】

　会社法の規定に基づく貸借対照表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

２【損益計算書】

　会社法の規定に基づく損益計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

３【株主資本等変動計算書】

　会社法の規定に基づく株主資本等変動計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

４【個別注記表】

　会社法の規定に基づく個別注記表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

５【事業報告】

　会社法の規定に基づく事業報告の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

６【附属明細書】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

有限会社和幸興産(E08775)

親会社等状況報告書（内国会社）

3/3


	表紙
	本文
	第１提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）所有者別状況
	（２）大株主の状況

	２役員の状況

	第２会社法の規定に基づく計算書類等
	１貸借対照表
	２損益計算書
	３株主資本等変動計算書
	４個別注記表
	５事業報告
	６附属明細書


